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概要 

 

 近年、国内外において、デジタルトランスフォーメーション（DX）への関心が高まってい

る。特に国内では、最近、ITコンサルタント等による多くの書籍が発行されつつあり、これ

らは、現場での経験に基づく非常に洞察深いものである。一方、DXについて、これまでの経

営学・イノベーション論などに基づく議論を行っているような書籍はほとんど存在しない。

このような認識の下、本ワーキングペーパーでは、このDXについて、その理論的基盤の確立

に資するべく、特にイノベーション論の観点からその位置づけと枠組みを整理することを目

的とする。 

 このため、まず、これまでのDXの概念に係る経緯をレビューすることにより、社会のデジ

タル化と企業のデジタル戦略推進の両概念があることを示した上で、本WPにおけるDXの概

念・定義を整理する。その上で、過去の技術・イノベーション史の経緯から見て、汎用技術

としてのデジタル技術の進展が如何に社会全体のイノベーションに役割を果たしてきたか、

また、そのような中、何故DXの概念が登場してきたのについて説明する。その上で、DXの本

質はデジタル技術の利用によるイノベーション（デジタルイノベーション）であることを明

らかした上で、イノベーションの定義を踏まえて、DXを３類型に分類する。 

 また、イノベーション経営の観点から、企業におけるDXに係る取組の在り方について論じ

る。具体的には、そもそものDXに係るイノベーション経営の位置づけ・基本的方向を整理

し、上記３類型ごとの取組の方向を示した上で、企業内での情報システム改革、DX推進に向

けた組織改革の方向について、これまでのイノベーション・新規事業論等の議論を踏まえて

整理する。 

 さらに、社会全体のデジタルイノベーションシステム（DIS）の観点から、社会のDX化に向

けた社会システム上の今後の課題を整理する。具体的には、政府自らのDXに係る取組、デジ

タル人材の育成とITサービス企業（ベンダー）の改革、また、AI・データに係るアーキテク

チャ・ガバナンス体制の整備などの必要性などの論点を提示する。 
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１．問題意識 

（１）DXへの関心の高まりと問題意識 

 近年、国内外内において、デジタルトランスフォーメーション（DX）への関心が高まって

いる。例えば、グーグルトレンドで、「Digital Transformation」「デジタルトランスフォ

ーメーション」に係る人気度の動向を調べてみると、図1の通り、海外（英語、全世界）で

は、概ね2015年頃から最近に至るまで上昇し続けている。一方、国内（日本語、国内）で

は、海外より２～３年ほど遅れた、概ね2017～18年頃から上昇しつつあるが、特に2020年

（特にコロナ禍以降）において急速に上昇している。 

 

（図1）グーグルトレンドでみる「デジタルトランスフォーメーション」の人気度の推移1 

 
 

 特に、2018年には、経産省が、民間企業のDXの推進に係るレポートを公表し、またその後

も、DX推進ガイドライン、DX推進指標などを次々と作成・公表しており（図2参照）、これ

が、最近の日本におけるDXへの関心の高まりの一因になっているものと考えられる。 

 

（図2）経産省における民間企業DX推進に向けた取組（政策面）2 

 

 
1 著者がグーグルトレンドにてチェック、作成（2021年2月20日）。 
2 経産省による「産業界におけるDX推進」に係る施策の概要は、以下のページを参照。 

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/dx/dx.html 

経産省「デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会 中間とりまとめ（DXレポート

２）」2020年12月28日 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_transformation_kasoku/20201228_re

port.html 

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/dx/dx.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_transformation_kasoku/20201228_report.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_transformation_kasoku/20201228_report.html
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 このような政府の動きもあってか、国内においては、最近、DXは一種のブームの様相を示

しており、特に2020年後半においては、少なくとも20以上のDXに係る書籍が発行されている

（図3参照）。 

 

（図3）2019年以降発刊されたDXに関連する書籍（例）3

 
 

 これらの書籍の多くは、これまでDXの開発現場に携わったことのあるITコンサルタント等

の各識者が、自らの経験に基づいて執筆された、いわゆる教科書・参考書・指南本として位

置づけられるものであり、それぞれ非常に洞察深く、DXを検討する企業にとっては有用なも

のである。 

 
3 出典：筆者調査。アマゾンジャパンの「本」において、「DX」で検索して出てきた上位64件（上位４

ページ。スポンサーによる重複を含む）のうち、DXに実際に関係にあるものを抽出。2021年2月11日調

査。 
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 一方、これらの書籍には、これまでの経営学を含むイノベーション論などの理論的な枠組

みの観点からDXを整理・考察を行い、執筆されたような書籍はほとんど存在しない。このた

め、DXとして対象とする範囲も書籍によってバラバラであったり、理論的な観点に基づく体

系だった説明が必ずしも十分になされていなかったりする傾向にある。特に、国内の書籍の

多くは、ITコンサルタントによって執筆されているが故に、DXを主に情報システム投資の進

化の一形態として捉えているものが多く、イノベーションの視点から正面から論じ、整理し

たものがほとんど存在しない。 

 また、日本においては、DXを概ね「企業のデジタル経営」の変革の観点から論じられてい

るが、もう一つのDXの概念である「社会全体のデジタル化」に向けた変革という観点から、

分析したものはほとんど存在しない。 

 

（２）本ワーキングペーパーの構成 

 

 このような問題意識の下、本ワーキングペーパーにおいては、DXをデジタルイノベーショ

ンの一部として捉え、イノベーションに係る理論的な観点から、その位置づけと枠組みを考

察・整理することにより、今後のDXに係る議論の理論的基盤として資することを目的とす

る。 

 具体的には、まず次章において、これまでの海外を含めたDXに係る議論の経緯を踏まえつ

つ、本ワーキングペーパーにおけるDXを定義する。 

 その上で、第三章では、イノベーション論の観点からDXの概念を整理する。具体的には、

まずは、社会全体でのイノベーションにおける汎用技術としてのデジタル技術の位置づけ、

製造イノベーションとの違いについて整理した上で、人工知能（AI）技術を初めとする近年

のデジタル技術の進展が、何故DXの概念を生み出してきたかについて説明する。その上で、

デジタルイノベーションにおけるDXの位置づけを整理するとともに、シュンペーターのイノ

ベーションに係る分類を踏まえ、DXを３類型、すなわち、「新サービス・市場創出型」、

「事業プロセス改革型」、「組織・業務改革型」に分類する。 

 第四章では、イノベーション経営の観点から、企業におけるDX戦略の基本的な方向につい

て整理をする。具体的には、まずは、企業におけるイノベーション経営としてのDX戦略とし

ての位置づけとリアル系企業としての優位性を確保するための基本的方向を整理した上で、

上述の３類型ごとの基本的な取組の方向について示す。その上で、イノベーションと人工知

能（AI）技術の性質を踏まえつつ、今後の技術の進展・ビジネス変革に対応可能とするため

の柔軟性の確保に向けた企業の情報システムの改革、また、新規事業、イノベーションとい

うイノベーション経営の観点からのイノベーティブな組織かつデジタルな組織の体制整備・

改革について論じる。 

 第五章では、社会全体のDX化に向けたイノベーションシステム上の制度改革に係る今後の

課題について整理する。具体的には、まずは、デジタルナショナルイノベーションシステム

（DIS）の観点から、民間企業だけでなく、政府におけるDXの取組の必要性を示す。その上

で、DISから見たデジタル人材の重要性と、日本の産業構造を踏まえたベンダーとの関係の見

直し、また、デジタルアーキテクチャ、データ・人工知能に係るガバナンス体制の必要性に

ついて論点を提示する。 
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２．DXの概念の経緯と定義 

 

 本章においては、まず、海外におけるDXの概念の登場とその後の議論の経緯を振り返った

上で、本ワーキングペーパーにおけるDXの定義を整理する。 

（１）DXの概念の登場と経緯 

 

＜社会のデジタル化としてのDX＞ 

 DXの概念は、もともと、2004年に、スウェーデン・ウメオ大学のエリック・ストルターマ

ン教授が提唱したものと言われている。同氏は、当時、DXについて、「デジタル技術が、

人々の生活のあらゆる面に対して引き起こし、影響を与える変化」と定義している4。特に、

同氏は、今後の情報システムに係る研究の方向については、「社会のデジタルトランスフォ

ーメーション（DX）の進展に係る全体的な影響に係る調査研究である」と説明しているとお

り、DXを「企業のデジタル戦略」の一形態として捉えているのではなく、むしろ目指すべき

「社会のデジタル化」の視点でDXを定義していると言える。 

 また、その後においても、このように社会のデジタル化の進展を「DX」として議論する例

は多く見られる。実際に、アカデミックな研究においては、2016年までにかけて、DXを「デ

ジタル化（Digitalization）のプロセスと、その結果として影響」と定義し、「産業や公的

セクターを横断する既存のバリューチェーンを根本的に変化させる世界的なメガトレンド」

であるとの認識の下で研究が進められている5。また、2015年に、世界経済フォーラム（WEF）

が、アクセンチュアとともに立ち上げたデジタルトランスフォーメーションイニシアティブ

（DTI）では、その後2016年～2018年にかけて報告書を発表6しているが、同報告書では、デジ

 
4 Erik Stolterman, Anna Croon Fors “Information Technology and the Good Life” 

https://www8.informatik.umu.se/~acroon/Publikationer%20Anna/Stolterman.pdf 

DXについては、以下の通り説明をしている。 

”The digital transformation can be understood as the changes that the digital technology ca

uses or influences in all aspects of human life” 
5 以下の論文を参照。 

Shahyan Khan, “Leadership in the digital age – A study on the effects of digitalisation on 

top management leadership”, Stockholm Business School 

https://su.diva-portal.org/smash/get/diva2:971518/FULLTEXT02.pdf 
6 WEFによるDTIに係る取組は、以下を参照。 

https://reports.weforum.org/digital-transformation/ 

https://reports.weforum.org/digital-transformation/introducing-the-digital-transformation-in

itiative/ 

また、報告書としては、以下のようなものがある。 

WEF In collaboration with Accenture, ”Digital Transformation of Industries: Demystifying Di

gital and Securing $100 Trillion for Society and Industry by 2025”, January 2016 

https://www.accenture.com/t00010101T000000Z__w__/ru-ru/_acnmedia/Accenture/Conversion-Assets

/DotCom/Documents/Local/ru-ru/PDF/Accenture-Digital-Transformation.pdf 

WEF Digital Transformation Initiative In collaboration with Accenture “Unlocking $100 Trill

ion for Business and Society from Digital Transformation”,EXECUTIVE SUMMARY MAY 2018 

https://reports.weforum.org/digital-transformation/wp-content/blogs.dir/94/mp/files/pages/fi

les/dti-executive-summary-20180510.pdf 

https://www8.informatik.umu.se/~acroon/Publikationer%20Anna/Stolterman.pdf
https://su.diva-portal.org/smash/get/diva2:971518/FULLTEXT02.pdf
https://reports.weforum.org/digital-transformation/
https://reports.weforum.org/digital-transformation/introducing-the-digital-transformation-initiative/
https://reports.weforum.org/digital-transformation/introducing-the-digital-transformation-initiative/
https://www.accenture.com/t00010101T000000Z__w__/ru-ru/_acnmedia/Accenture/Conversion-Assets/DotCom/Documents/Local/ru-ru/PDF/Accenture-Digital-Transformation.pdf
https://www.accenture.com/t00010101T000000Z__w__/ru-ru/_acnmedia/Accenture/Conversion-Assets/DotCom/Documents/Local/ru-ru/PDF/Accenture-Digital-Transformation.pdf
https://reports.weforum.org/digital-transformation/wp-content/blogs.dir/94/mp/files/pages/files/dti-executive-summary-20180510.pdf
https://reports.weforum.org/digital-transformation/wp-content/blogs.dir/94/mp/files/pages/files/dti-executive-summary-20180510.pdf
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タル化（Digitalization）によって、「ビジネスと社会が変革されつつある」との認識のも

と、13の産業、5の横断的分野の分析を通じて、「社会変化としてのDX」を論じている。 

 

＜企業のデジタル戦略としてのDX＞ 

 一方で、2010年代初頭から、世界の著名な経営系の大学・ビジネススクールが、グローバ

ルなITコンサルティング企業の全面的な協力を得て、「企業のデジタル戦略」の観点から、D

Xの推進の方策について議論してきている。 

 例えば、2011年に、MITデジタルビジネスセンター（MIT Center for Digital Business）

との連携のもとで、Capgeminiが発表したレポート7では、DXについて「企業のパフォーマンス

と取組範囲を革新的に改善するための技術の利用」との定義の下で、15か国50以上の企業の

調査を行っている。また、2015年に、同じくMITデジタルビジネスセンターが、Deloitteとと

もに発表したレポート（MIT Management Review）8では、デジタル技術の利用により「ビジネ

スを変革（Transform）させる」というDXの推進の観点から、トップダウンでの経営戦略と組

織文化を有する組織（デジタルに成熟した組織（digital maturity organization））が必要

との認識のもと、129か国、27の産業、4800名以上の幹部への調査を行い、分析を行っている
9。さらに、2015年に、スイスのビジネススクールであるIMDが、Ciscoとの連携のもとで設立

したGlobal Center for Digital Business Transformation（DBTセンター）10では、DXについ

て「デジタル技術とデジタル化によるビジネスモデルがもたらす組織変化や業績変化」と定

義し、これまで14か国、1030名以上の幹部への調査を行い、DXに係る書籍を２冊発刊してき

ている11。これらは、いずれも、企業のデジタル戦略として、デジタル技術を導入によりビジ

ネスを変革（Transform）させる観点から、DXという用語を使ってきている12。 

 
7 Capgemini, “Digital Transformation: A Road-Map for Billion-Dollar Organizations”, Novemb

er 17, 2011 
https://www.capgemini.com/resources/digital-transformation-a-roadmap-for-billiondollar-organ

izations/ 

DXについては、”Digital transformation – the use of technology to radically improve performa

nce or reach of enterprises –”と定義している。 
8 MIT Sloan Management Review, STRATEGY, NOT TECHNOLOGY, DRIVES DIGITAL TRANSFORMATION  Be

coming a Digitally Mature Enterprise, July 14, 2015 

https://sloanreview.mit.edu/projects/strategy-drives-digital-transformation/ 

なお、MITCenter for Digital Businessの概要は、以下を参照。2019年からは、MIT Initiative on Di

gital Economyとなっている。いずれもMIT Sloan Schoolの傘下。 

http://ebusiness.mit.edu/about/faq.html 

http://ide.mit.edu/ 
9 その後、日本では、「DX経営戦略～成熟したデジタル組織をめざして」NTT出版（2020.10.31）とし

て出版されている。 
10 IMD Global Center for Digital Business Transformation 

https://www.imd.org/dbt/digital-business-transformation/ 

https://dcross.impress.co.jp/docs/column/column20171110-01/000187.html 
11 日本では、「対デジタル・ディスラプター戦略 既存企業の戦い方」日本経済新聞出版 (2017/10/2

4)「DX実行戦略 デジタルで稼ぐ組織をつくる」日本経済新聞出版 (2019/8/23)として発刊されてい

る。 
12 下記以外にも、例えば、2017年に、ITコンサルタント企業であるMacKinseyにおいて、企業経営の観

点からの報告書を発表している。 

McKinsey Digital “The seven decisions that matter in a digital transformation: A CEO’s gui

de to reinvention”, February 22, 2017 

https://www.capgemini.com/resources/digital-transformation-a-roadmap-for-billiondollar-organizations/
https://www.capgemini.com/resources/digital-transformation-a-roadmap-for-billiondollar-organizations/
https://sloanreview.mit.edu/projects/strategy-drives-digital-transformation/
http://ebusiness.mit.edu/about/faq.html
http://ide.mit.edu/
https://www.imd.org/dbt/digital-business-transformation/
https://dcross.impress.co.jp/docs/column/column20171110-01/000187.html
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 このような流れの中、2010年代後半から、グローバルなIT系に係る調査会社においても、

それぞれ異なるものの、「企業のデジタル戦略」の観点から、DXに係る概念の整理・定義を

行っている。具体的には、IT調査会社のIDC社13は、同社の主張する第3のプラットフォーム14

を利用して、「新しい製品やサービス、新しいビジネスモデルを通して、ネットとリアルの

両面での顧客エクスペリエンスの変革を図ること」をDXとして定義し、その訳を日本で紹介

している15。一方、IT調査会社のGartner社は、むしろ「デジタルビジネストランスフォーメ

ーション」という用語で、「頑強で新たなデジタルビジネスモデルを構築するプロセス」

と、いわゆるDXに近い概念を定義している1617。 

 

 

 

 
https://www.mckinsey.com/business-functions/mckinsey-digital/our-insights/the-seven-decision

s-that-matter-in-a-digital-transformation 
13 IDC社（本社）のDXの定義は、以下の通り。 

Digital Transformation (DX) means applying new technologies to radically change processes, c

ustomer experience, and value. DX allows organizations to become Digital Native Enterprise t

hat support innovation and digital disruption rather than enhancing existing technologies an

d models 

https://www.idc.com/promo/thirdplatform/RESOURCES/ATTACHMENTS/Digital_Transformation_(DX)_Q

A.pdf 

https://www.idc.com/itexecutive/research/dx 
14 同社のいう第3プラットフォームとは、クラウド・ビッグデータ/アナリティクス・ソーシャル技

術・モビリティーなどのデジタル技術のこと。 
15IDC Japanは、2018年2月時点で、以下の通り、定義している。 

「企業が外部エコシステム（顧客、市場）の破壊的な変化に対応しつつ、内部エコシステム（組織、文

化、従業員）の変革を牽引しながら、第3のプラットフォームを利用して、新しい製品やサービス、新

しいビジネスモデルを通して、ネットとリアルの両面での顧客エクスペリエンスの変革を図ることで価

値を創出し、競争上の優位性を確立すること」 

https://news.microsoft.com/uploads/2018/02/IDC_Unlocking_the_Economic_Impact_of_Digital_Tran

sformation_in_Asia_final.pdf 
16 Gartner社は、「デジタルビジネストランスフォーメーション」の定義は以下の通り。一方、「デジ

タルトランスフォーメーション」という用語は、単なるIT近代化を含む幅広い意味で使われているとし

ている。 

”Digital business transformation is the process of exploiting digital technologies and sup

porting capabilities to create a robust new digital business model.” 

“Digital transformation can refer to anything from IT modernization (for example, cloud co

mputing), to digital optimization, to the invention of new digital business models. The term 

is widely used in public-sector organizations to refer to modest initiatives such as putting 

services online or legacy modernization. Thus, the term is more like “digitization” than 

“digital business transformation.” 

https://www.gartner.com/en/information-technology/glossary/digital-business-transformation 

https://www.gartner.com/en/information-technology/glossary/digital-transformation 
17 なお、英語版のWikipediaでは、DXは、以下のように定義される。 

Digital Transformation (DT or DX) is the adoption of digital technology to transform servic

es or businesses, through replacing non-digital or manual processes with digital processes o

r replacing older digital technology with newer digital technology. 

https://www.mckinsey.com/business-functions/mckinsey-digital/our-insights/the-seven-decisions-that-matter-in-a-digital-transformation
https://www.mckinsey.com/business-functions/mckinsey-digital/our-insights/the-seven-decisions-that-matter-in-a-digital-transformation
https://www.idc.com/promo/thirdplatform/RESOURCES/ATTACHMENTS/Digital_Transformation_(DX)_QA.pdf
https://www.idc.com/promo/thirdplatform/RESOURCES/ATTACHMENTS/Digital_Transformation_(DX)_QA.pdf
https://www.idc.com/itexecutive/research/dx
https://news.microsoft.com/uploads/2018/02/IDC_Unlocking_the_Economic_Impact_of_Digital_Transformation_in_Asia_final.pdf
https://news.microsoft.com/uploads/2018/02/IDC_Unlocking_the_Economic_Impact_of_Digital_Transformation_in_Asia_final.pdf
https://www.gartner.com/en/information-technology/glossary/digital-business-transformation
https://www.gartner.com/en/information-technology/glossary/digital-transformation
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（２）本WPにおけるDXの定義 

 

＜DXの定義＞ 

 このような中、日本では、2018年に経産省が示した定義が広く共有されている。この定義

は、「企業のデジタル戦略」の観点から示されたものであり、具体的には、同省が2018年12

月にまとめた「DX推進ガイドライン」18において、以下の通り、DXを定義している19。 

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧

客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業

務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立す

ること」 

 この定義から読み取れるように、DXとは「データ、デジタル技術を活用」することによ

り、「競争上の優位を確立する」ための活動の一種ではあるが、それだけでなく「製品やサ

ービス、ビジネスモデルの変革」を前提とすることがその本質とされる。また、そのために

も「業務そのもの」、「プロセス」や「組織、企業文化・風土の変革」も求めていること

も、その特徴と言えよう。 

 

 上述の通り、この経産省のDXに係る定義の本質は「製品やサービス、ビジネスモデルの変

革」である。その際、一般的に、「ビジネスモデル」とは、製品・サービスによる顧客価値

を創出・提供する「仕組み」のことであり、また、そのビジネスモデルを継続的に実現する

ための「一連の手続き・工程」が、「ビジネスプロセス」（事業プロセスと業務プロセスか

らなる）である。したがって、製品・サービス、ビジネスモデル、ビジネスプロセスのそれ

ぞれの関係は、以下の通り、整理される。 

● ビジネスモデルの変革は、広い意味で、顧客に提供する製品・サービスの変革（特に

サービスの変革）につながるものである20とともに、革新的な製品・サービスの改革

には、ビジネスモデルの改革が前提となる21。 

● ビジネスモデルの変革には、当然にして社内外でのビジネスプロセスの変革を伴う。

一方、逆に、ビジネスプロセスの全面的な変革は、ビジネスモデルの変革につながり

うる22。 

 このことを踏まえ、本ワーキングペーパーでは、経産省の定義をベースとて、DXの基本要

件を「ビジネスモデル」の変革を位置づけ、また、ビジネスモデルの改革を引き起こすよう

な「ビジネスプロセス全体」の変革も、DXの対象として議論する（図4参照）。 

  

 
18 経産省「DX推進ガイドライン」（2018年12月） 

https://www.meti.go.jp/press/2018/12/20181212004/20181212004.html 
19 定義の内容は、上記のうち、IDC Japanの定義に近い。 
20 例えば、同じ製品について、リアルの店舗での提供からオンラインでの提供にビジネスモデルを変

革した場合、広い意味で新たな付加価値サービスの提供と位置づけられる。また、同じオンラインサー

ビスについて、対価モデルからサブスクリプションモデルにビジネスモデルを変革した場合も、広い意

味で新たな付加価値サービスを提供したものと位置づけられる。 
21 一方、製品・サービスに係るマイナーな改善など既存の延長のものは、現状のビジネスモデルの改

革を伴わないものもある。 
22 一方、ビジネスプロセスの一部のみの変革（BPRを伴うものも含む）は、そのプロセスの効率性の向

上に資するものの、ビジネスモデルの変革自体に必ずしもつながるものではない。 

https://www.meti.go.jp/press/2018/12/20181212004/20181212004.html
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（図4）デジタルトランスフォーメーション（DX）のポイント 

 
 

＜従来のIT投資との違い＞ 

 一方、企業においては、従来から、情報技術（IT）に関して多くの投資がなされてきてい

る。DXは、これらの情報技術（IT）投資と一体何が異なるのであろうか。 

 これらの従来のIT投資については、近年、デジタイゼーション（Digitization）、デジタ

ライゼーション（Digitalization）との用語が使われている23。このうち、デジタイゼーショ

ンは、基本的には、デジタル機器等を活用することにより、アナログ情報をデジタル情報に

置き換えることを意味し、また、デジタライゼーションは、企業等におけるビジネスプロセ

スをデジタルに置き換えることを意味する。いずれにせよ、これらのIT投資は、多くの場

合、計算作業を含め、従来手作業などで行っていた業務プロセスを、情報技術（IT）を活用

することによって自動化・効率化することを目的としたものである。また、情報技術（IT）

投資により、業務プロセスの効率化を図り、生産性の向上を図るためには、単に既存のプロ

セスをそのままをデジタル化するだけではなく、併せてそのビジネスプロセスの変革（BPR：

Business Process Re-engineering）と取り組むことが必要であることは、以前より指摘され

ている24。本WPでは、これらのIT投資を、DXとの対比で、「効率化IT投資」と定義する。 

 これに対して、DXでは、情報技術（IT）・デジタル技術を活用することによって、単に業

務プロセスを自動化・効率化するだけではなく、上記の定義のとおり、新たな製品・サービ

スを創出すべく、原則「ビジネスモデル」の変革を行うことが求められる。すなわち、DXに

おいては、単なる既存のビジネスプロセスの延長でのIT投資（併せてBPRを行うものも含む）

ではなく、少なくともビジネスモデルの変革につながるようなIT投資であることなどが求め

られることが特徴になる（図5参照）。 

 

 
23 例えば、経産省の「DXレポート２」2020年12月28日（注２参照）など。 
24 例えば、Michael Hammer “Reengineering Work: Don’t Automate, Obliterate” arvard Busines

s Review 68 (4):104-12 (1990) 

「コンピュータを通じて生産性を上げるには、それに見合った組織・工程・戦略の見直しが必要にな

る」「自動化の潜在力を完全に引き出すには、作業の流れと事業のプロセスを分析・再設計し、顧客サ

ービスの改善と運転コストの削減につなげる必要がある」 

https://hbr.org/1990/07/reengineering-work-dont-automate-obliterate 

https://hbr.org/1990/07/reengineering-work-dont-automate-obliterate
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（図5）デジタル技術の進展によるDXの可能性の開拓 

 
 

 その際、このようなDXに近年関心が高まってきている理由としては、20世紀半ばから始ま

ったIT・デジタル技術の継続的かつ加速的な進展が背景にある。これについては、次章にお

いて記述する。 
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３．デジタルイノベーションとしてのDX 

 

 これまで、DXについては、多くの識者がイノベーションの一種であるとは認識しつつも、

主に情報技術（IT）投資の延長の観点から議論されている。本章においては、改めてイノベ

ーション論の観点から、デジタル技術及びその利用形態であるDXを整理する。 

（１）汎用技術としてのデジタル技術 

 

 イノベーションとは、経済学者のヨーゼフ・シュンペーターが「経済発展の理論（1912

年、1926年改訂）」において編み出した概念であり、モノ、知識、力を、従来とは異なった

かたちで結合する「新結合」による付加価値の創出活動であると解釈される25。ここで、モノ

＝製造、知識＝情報、力＝エネルギーと言い換えることができるであろう。 

 この「新結合」には、新商品の開発だけでなく、例えば、新組織の実現などを含むもので

あり、いわゆる「技術発展」そのものに係る革新のみを対象とするものではない。 

 しかしながら、当時は、デジタル技術はもちろんなく、サービス産業化もまだ未発展の時

期であり、そのような技術・社会的背景をもとに、商品を中心とする経済を念頭にイノベー

ションが議論されていたのも事実である（当時は、「サービス」も含まれていない）。ま

た、その後20世紀前半～半ばからの科学技術の急速な進化と産業化に伴い、研究開発とイノ

ベーションの統合への関心が高まり、そのため、イノベーションプロセスに係る研究の対象

としても、研究開発による新技術創出・新製品開発への関心が高まることになる。このよう

な時代背景の中で、日本においては、1958年の経済白書においてイノベーションが「技術革

新」と翻訳紹介され、この認識がこれまで広く定着してきたという経緯がある26。 

 このような、科学的知見⇒研究開発⇒商品（製品）開発・普及という一連のイノベーショ

ンのプロセスは、現在の経済においても引き続き重要であるし、後述する汎用技術自体の進

展のベースになるものである。 

 

 一方で、経済全体から見た場合、新商品の開発以外にも、新サービスの創出や新たな経営

手法の開発などもイノベーションにおいて重要な役割を果たすことは明らかである。そのよ

うな中、新技術などをベースに画期的なサービスが世の中に生み出されることであるとして

「サービス・イノベーション」の概念も提示されているが、このようなサービス・イノベー

ションに係る研究は、比較的最近の研究課題である27。 

 
25 一橋大学イノベーション研究センター「イノベーションマネジメント入門（第二版）」日経BP (201

7/10/25) 
26 現時点においても、「科学技術・研究開発」と「イノベーション」とは、密接に連携づけられて議

論される。 
27 例えば、以下を参照。 

ヘンリーチェスブロウ「オープン・サービス・イノベーション」CCCメディアハウス (2012/10/19) 

南知惠子、西岡健一「サービス・イノベーション：価値共創と新技術導入」有斐閣2014年6月 

C.コワルコウスキー、W.ウラガ、戸谷 圭子、持丸 正明「Ｂ２Ｂのサービス化戦略―製造業のチャレン

ジ」東洋経済新報社 (2020/7/31) 
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 これらのイノベーションに関しては、以前から、汎用技術（Generic Purpose Technolog

y）28が重要であることが指摘されている。ここで汎用技術とは、一般的に、広い範囲で多様

な用途に使用され得る基幹的な技術のことであり、社会・経済のあらゆる分野におけるイノ

ベーションにつながるという性質を持つ29。汎用技術の中でも、特に「エネルギー・交通技

術」と「デジタル（情報）・通信技術」は、過去の産業革命の中核技術であるとともに30、サ

ービス産業を含む全ての産業が利用する汎用技術の代表例31として位置づけられる。 

 実際に、これらの汎用技術の進展は、新たな産業の創出等を通じてその利用が幅広く可能

となることにより、サービス業を含む広範囲な産業において、新たなビジネスモデル＝イノ

ベーションを創出してきたと言える。例えば、以下の通り。 

● エネルギー・交通技術：例えば、蒸気機関・内燃機関などに係る技術の発展により、

鉄道、自動車その他の交通・運輸産業が創出され、これにより商品・販売などの新た

なビジネスモデルが可能となった。また、蒸気による動力や電力技術は、繊維工場、

自動車工場などの生産システムを抜本的に変革させた。 

● デジタル（情報）・通信技術：例えば、電話・電信などの通信技術は、企業における

事務業務の、オフィスの在り方を変えた。TV・ラジオなどは、新たなビジネスモデル

としての広告産業を生み出し、また、各企業のマーケティング手法を変えた。コンピ

ュータ化の進展の中で、POSシステムなどのビジネスプロセスのデジタル化により、コ

ンビニというビジネスモデルが可能となった。 

 すなわち、技術・イノベーション史的にみると、サービス業を含む全ての産業でのビジネ

スモデル改革に係るイノベーションは、これらのエネルギー・交通、デジタル・通信技術に

係る汎用技術の進展と普及がベースになっているのである。なお、消費者向けのサービス業

 
28 例えば、以下を参照。 

General Purpose Technologies and Economic Growth (The MIT Press) by Elhanan Helpman (Editor) 

Richard G. Lipsey, Kenneth I. Carlaw, and Clifford T. Bekar, ”Economic Transformations Gene

ral Purpose Technologies and Long-Term Economic Growth”, Oxford University Press, January 2

006 

https://www.researchgate.net/publication/227468040_Economic_Transformations_General_Pur

pose_Technologies_and_Long-Term_Economic_Growth 
29 令和元年版 情報通信白書「（2）過去の汎用技術の教訓は何か」 
30 例えば、第一次産業革命では、蒸気機関や、鉄道などの技術・産業が牽引。また、第二次産業革命

では、内燃機関・自動車、電力、電信・電話技術などが牽引した。 
31 なお、上記Lipseyほかの示す24の過去の変革的な汎用技術を、筆者の判断に基づき分野別に分類す

ると、以下の通り。人類の歴史の当初は製造技術が牽引しているが、第一次・第二次産業革命時におい

てはエネルギー・交通技術が、そして20世紀後半からは情報通信技術・生産システム技術が重要な汎用

技術として位置づけられつつある。 

・製造技術：①植物の栽培、②動物の飼育、③鉱石の精錬、⑥青銅、⑦鉄、㉓バイオ技術、㉔ナノ技術 

・エネルギー・交通技術：④車輪、⑧水車、⑨帆船（３マスト）、⑪蒸気機関、⑬鉄道、⑭蒸気船、⑮

内燃機関、⑯電力、⑰自動車、⑱飛行機 

・デジタル（情報）・通信技術：⑤筆記、⑩印刷、⑪コンピュータ、⑫インターネット 

・生産システム技術：⑫工場システム、⑲大量生産システム、㉑リーン生産システム 

なお、このうち、「エネルギー技術」の進展は、新たな「交通技術」とそれらに係る産業の創出を引き

起こし、また、広義での「情報技術（デジタル技術を含む）」は、新たな「通信技術」とそれらに係る

産業の創出と相俟って、イノベーションを起こすものと位置づけられる。 

https://www.researchgate.net/publication/227468040_Economic_Transformations_General_Purpose_Technologies_and_Long-Term_Economic_Growth
https://www.researchgate.net/publication/227468040_Economic_Transformations_General_Purpose_Technologies_and_Long-Term_Economic_Growth


 

14 

においては、このようなサプライサイドだけでなく、デマンドサイド、すなわち消費者向け

製品に係る技術進展と普及も、そのビジネスモデルのイノベーションのベースとなる32。 

 その上で、製造技術の進展による、素材・部品・製品（商品）のイノベーションの進展

は、これらの汎用技術のベースとなるとともに、全ての産業のイノベーションにも一部寄与

している。これらの関係を整理すると、図6のとおり。 

 

（図6）経済全体でのイノベーションにおける汎用技術の位置づけ 

 
 

（２）デジタル技術の発展とDXの登場 

  

この汎用技術の一種であるデジタル技術は、20世紀後半より、継続的かつ加速的に進展し

てきている。これらは、ムーアの法則をベースとする半導体技術に代表されるようなデジタ

ル機器に係る製造技術の長期的・継続的な指数関数的な進展が背景にある。 

 それでは、このようなデジタル技術の進展の中で、何故、近年、DXのような概念が登場

し、関心を集めているのであろうか。 

 

＜デジタル技術の進展と産業での普及＞ 

 従来の情報技術（IT）の利用、すなわち、いわゆるデジタイゼーション、デジタライゼー

ションは、主に、PCなどを通じて入力された数値データに基づいて計算・自動化を行うこと

によって、業務プロセスの効率化・合理化を行うものが中心であった。 

 もちろん、この場合においても、デジタル技術は、その能力が指数関数的に増加してきて

おり、特に、メインフレームの時代からPCの時代に移行するにつれ、その導入コストは大幅

に削減され、広い産業分野への普及が進んできていることから、各産業におけるビジネスモ

デルに対して、中長期的に大きな影響を与えてきている。 

● 事業プロセスへの導入：金融業界の決済システムなど、業種や事業プロセスによって

はデジタル化が容易であるため、これまでにもIT技術が積極的に導入され、当該産業

の事業そのものに係るビジネスプロセスに大きく変化させてきている。ただし、これ

 
32 例えば、自動車損害保険のビジネスモデルの普及は、自動車の普及が前提となる。また、広告産業

のビジネスモデルは、ラジオ・テレビなどの普及が前提になる。最近では、インターネット産業のビジ

ネスモデルは、PCやスマートフォンなどの普及が前提になる。 
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らの導入可能な事業プロセスは、これまでの技術では限定的であり、したがってこれ

までに本分野におけるITの利用の状況は業種によって大きく異なることが指摘されて

いる33。 

● 業務プロセスへの導入：一方、販売管理・顧客管理システムや、人事給与・会計シス

テムなどのいわゆる記録型の基幹システムは、幅広い産業分野において、導入され、

その業務プロセスを効率化させてきている。 

 

 このような情報技術（IT）の進展の継続的な進展の中でも、近年、特に、インターネッ

ト・スマートフォン・クラウドはもちろんのこと、IoT技術、AI技術、ロボット技術などの各

種の新たなデジタル技術が、加速的に進展をしてきている。このような近年のデジタル技術

の進展には、以下の２つの流れがあると考えられる。 

● 2000年から2010年頃にかけて始まったインターネット・スマートフォン（モバイ

ル）・クラウド技術などの普及は、いわゆるデジタルエコノミーと言われるようなイ

ンターネット系企業による新たなビジネスモデルの構築を可能としてきている。これ

らの技術は、DXとの位置づけの下で、それ以外の産業分野において利用可能となって

きている。 

● その後、現在は、IoT、AI、ロボット（スマートマシン）の技術の進展と普及の過程に

ある。これらの技術は、これまでデジタル化が困難であったビジネス（事業・業務）

プロセスのデジタル化を可能するものであり、特に人工知能（AI）技術は、DXの重要

な技術として位置づけられる。 

 

（図7）デジタル技術の進展34 

 
 

33 例えば、下記のレポートでは、メディア・エンターテイメント、小売、ハイテク分野におけるデジ

タル化が進んでいるとしている。 

McKinsey Quarterly, “The case for digital reinvention”, February 9, 2017 

https://www.mckinsey.com/business-functions/mckinsey-digital/our-insights/the-case-for-digit

al-reinvention 
34 出典：WEF Digital Transformation Initiative In collaboration with Accenture, “Unlocking 

$100 Trillion 

for Business and Society from Digital Transformation EXECUTIVE SUMMARY”, MAY 2018 

https://reports.weforum.org/digital-transformation/wp-content/blogs.dir/94/mp/files/pages/fi

les/dti-executive-summary-20180510.pdf 

https://www.mckinsey.com/business-functions/mckinsey-digital/our-insights/the-case-for-digital-reinvention
https://www.mckinsey.com/business-functions/mckinsey-digital/our-insights/the-case-for-digital-reinvention
https://reports.weforum.org/digital-transformation/wp-content/blogs.dir/94/mp/files/pages/files/dti-executive-summary-20180510.pdf
https://reports.weforum.org/digital-transformation/wp-content/blogs.dir/94/mp/files/pages/files/dti-executive-summary-20180510.pdf
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＜最近のデジタル技術とDXへの対応＞ 

 このような近年の新たなデジタル技術の登場の結果、以前には、インターネット系企業以

外では想定できなかったような幅広い産業分野の企業での新たなビジネスモデルの構築やビ

ジネスプロセスの改革が可能になってきている。すなわち、このような技術の進展の流れ

が、近年のDXへの関心の高まりを引き起こしているものと理解される。（以下、インターネ

ット系企業を含めデジタルサービスを主業務とする企業を「ネット系企業」とし、それと対

比する形で、それ以外のこれまで実世界でのビジネスを主業務とする全ての産業の企業を

「リアル系企業」とする。） 

 その際、特にイノベーションを巡る市場競争の観点からみると、企業にとっては、以下の

２つの視点が重要な課題となってきている。 

 

 一つは、デジタル技術の進展に伴う、幅広い産業分野におけるデジタルイノベーションへ

の継続的取組の必要性の増大である。 

 これまで、多くの産業（特にリアル系企業）においては、デジタル技術は自社のビジネス

本体には直接にはあまり関係なく、そのため、ビジネスモデル改革に係る「頻度」も比較的

長期であったと言える。これに対し、近年の汎用技術であるデジタル技術の急速な進化に伴

い、多くの産業分野において、デジタル技術によるイノベーションが可能となってきてい

る。これには、２段階があると言われている。第一波は、メディア、エンターテイメント、

金融サービス、ハイテクなど、主力製品やサービスが容易にデジタル化される業界において

事業プロセスのデジタル化が進んだ。第二波は、現在進行中であり、特に、IoT、人工知能

（AI）、ロボットなどの技術の進展に伴い、製品・サービスだけでなく、ビジネスモデルや

プロセス、バリューチェーンまでもデジタル化しつつある35。すなわち、リアル系企業など

で、これまではデジタル化が困難であった事業プロセスにおいても、その「スマート化」が

可能になってきている。 

 このため、このようなリアル系企業においても、市場競争の中でデジタルイノベーション

の流れに巻き込まれることになり、この結果、DX化への取組・対応が不可避となるととも

に、そのビジネスモデルの改革の頻度も、今後従来にも増してより短いサイクルの下、継続

的に対応していく必要性が生じつつある。 

 

 もう一つは、いわゆるデジタルディスラプションへの対応である。上述の通り、インター

ネット・モバイル技術等の進展により、これまで、ネット系企業を中心にいわゆる「デジタ

ルエコノミー」と言われる新たなビジネスモデルが世界を席巻しつつある。これらのビジネ

スモデルは、更に人工知能（AI）技術などを活用することにより、ネット系企業とリアル系

企業が競合する、デジタルディスラプションと呼ばれるような産業構造や競争環境の変化を

引き起こしつつある。このような中で、リアル系企業においても、このような中で、従来と

は全く異なった競争環境において新たなイノベーションに取り組む必要性が求められる。 

  

 
35 マイケル・ウェイドほか、「DX実行戦略 デジタルで稼ぐ組織をつくる」日本経済新聞出版 (2019/8

/23) 
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（図8）近年のデジタル技術がイノベーション・市場競争に与える影響 

 
 

 なお、その際、これらのデジタル技術を活用して、顧客に新たな付加価値を提供していく

ことは、社会全体から見た場合、社会が抱える課題への解決を提供するということの表裏の

関係にあり、したがって、企業としては、社会課題の解決に寄与するという観点からも、積

極的にDXに取り組む意義があると言える。 

 

（３）デジタルイノベーションとしてのDX 

 

 上述のデジタル技術の進展のもと、DXの概念に関心が高まってきているが、このDXは、イ

ノベーションの観点から見た場合、どのように位置づけられるのであろうか。結論からいう

と、DXとは、ほぼ、デジタルイノベーションの主要な部分に相当する概念であると言える。 

 ここで、デジタルイノベーションとは、一般的に、「（汎用技術である）デジタル技術を

利用したイノベーション」を指す36。したがって「デジタル技術とビジネスモデルその他経営

資源・組織との新結合による付加価値創造活動」ということができる。一方、DXとは、第二

章で説明した通り、「デジタル技術を利用して、ビジネスモデルの変革」を行うものであ

り、また、ビジネスモデルの変革につながるようなビジネスプロセス全体の改革を行うもの

も含む。したがって、DXとは、デジタルイノベーションの主要な部分であるとともに、広義

に解釈すると、デジタルイノベーションにほぼ相当すると言える。 

 なお、イノベーションに係る各種の分類の一つとして、「革新的、漸次的」37という分類が

ある。いずれも付加価値創造活動であることが前提になるが、既存のビジネスモデル・ビジ

ネスプロセスと比較して、その新たなモデル・プロセスが大きく異なるものは革新的イノベ

ーションである一方で、既存のプロセスの延長の場合は、漸次的なイノベーションとなる。

したがって、既存のビジネスプロセスの延長のものはBPRを実施するものであっても、DXの対

象には必ずしもならないが、漸次的なデジタルイノベーションではあると言える。一方で、

ビジネスプロセスの変更のないものについては、デジタルイノベーションでもなく、単なる

当該デジタル技術の普及プロセスの一環とみなされる。 

 

  

 
36 したがって、デジタル技術そのもののイノベーションは含まない。 
37 あるいは、類似した分類として、「非連続的、連続的」イノベーションがある。 
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（図9）デジタルイノベーションとDXの関係の整理 

 
 

 

 なお、デジタルイノベーションとDXの定義を文言で比較すると、「新規性」の扱いについ

て、留意する必要がある。 

 まず、近年のデジタルイノベーションの特徴は、デジタル技術が継続的かつ急速な進展

と、それに伴うビジネスモデルの革新の可能性の拡大が、同時進行的に進んでいることが特

徴である。その中で、DXの定義においては、ビジネスモデルにおいて「変革」が求められる

のに対し、デジタルイノベーションにおける「新結合」には、理念上、デジタル技術の新規

性とビジネスモデルの新規性の組合せが対象となり、したがって、上述のように同時進行が

進む中で、他社に先んじてイノベーションを進めていくためには、デジタル技術の新規性も

取り入れることができるような組織的な強みが重要になる。 

 また、DXの「変革」は、まずは当該導入企業としての新規性が期待されるのに対し、イノ

ベーションにおける「新結合」は、当該導入企業において新規性であることはもちろん、一

般的には、少なくとも競争する市場や産業において新規性を有することが求められる。した

がって、イノベーションの観点からは、他社が既に導入しているようなビジネスモデルは、

一般的には「新規性がある」とはみなされない。ただし、ある特定のビジネスモデルの導入

が他社と比較して多少遅れたとしても、市場において成功するか否かは、別問題である。そ

のような意味で、市場で成功するに必要な経営戦略や経営資源との新結合も含めた「新規

性」が重要になるものと解釈される。 

 なお、これらに関し、「破壊的、持続的」イノベーションの分類がある。このうち、「破

壊的イノベーション」は、一般的に、破壊的な技術に基づくものであるとともに、市場で成

功し、これまでの産業のビジネスモデルを破壊するようなものであることが求められるた

め、DXよりも、多くの要件が求められることになる。 

 このように、DXの定義においては、厳密には、必ずしもイノベーション的な視点が含まれ

ていない面があるものの、本ワーキングペーパーでは、DXとデジタルイノベーションとは、

特段明示しない限り、区別せずに議論するものとする。 

 

（４）イノベーションから見たDXの分類 

 

 それでは、イノベーションの観点から見た場合、このDXは、どのように分類されるのであ

ろうか。 
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 ヨーゼフ・シュンペーターは、イノベーションに係る新結合として５つの類型を示してい

る。しかしながら、当時は「デジタル」が存在しなかった時代であり、前述のとおり、原則

「商品」を対象とした定義になっている（サービスという用語さえも記載されていない）。

この５つの類型を、デジタルイノベーションに延長すると、図10のとおり整理される。 

 

（図10）デジタルイノベーションの５分類とDX３分類 

 
 

 このうち、「新商品・サービス開発」と「新市場開拓」は、ともに顧客に対して付加価値

を提供するビジネスモデルに係る活動（フロントエンド）であり、一方、「新生産方法」と

「新供給源獲得」は、ともに企業内と関係企業におけるビジネスプロセスに係る活動（バッ

クエンド）である。「新組織」は、同じ組織内における活動であり、事業というよりはむし

ろ業務に係るプロセスを対象にする活動（バックエンド）と位置づけられる。 

 その上で、DXは、デジタルイノベーションのうち、製品・サービスやビジネスモデルの変

革を伴うものが中心になるが、それ以外にもビジネスプロセス全体の改革などを伴うものも

含む。このようなことを踏まえ、本ワーキングペーパーにおいては、DXとして、「①新サー

ビス・市場創出型DX」、「②事業プロセス改革型DX」、「③組織・業務改革型DX」の３分類

に分けて議論する。その際、DXにおいては、とりわけ「①新サービス・市場創出型DX」が重

要になる。 

 

 それでは、上述の３つのDXの分類は、それぞれ、具体的にどのような内容を指しており、

また、構築するITシステムとしては、どのような既存システムと関係するのかにつき、以

下、図11を踏まえて、上記の３分類ごとに説明をする。 
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（図11）DXの３分類とその位置づけ 

 
 

＜(A)「新サービス・市場創出型DX」（ビジネスモデル改革型）＞ 

 デジタル技術を利用して、新たな製品・サービスを提供して顧客（フロントエンド）への

付加価値・市場を創出すべく、新たなビジネスモデルを構築するパターンのDXである。これ

は、DXの中でも、中心的な取組として位置づけられる。 

 この類型のDXは、イノベーションの分類の観点からみると、プロダクト・サービスイノベ

ーションに相当する「デジタルサービス38提供型（デジタルエコノミー型）」とマーケティン

グイノベーションに相当する「顧客接点強化型（カスタマーエンゲージメント型）」の二つ

の方向があるが、実際には、両方を併せて取り組む場合も多いと思われる。 

 この類型のDXに係るシステム開発は、基本的に、顧客をユーザーとするビジネスITシステ

ム（フロントエンド）として構築することになる。 

 

＜(B)事業プロセス改革型DX（ビジネストランスフォーメーション型）＞ 

 新たなデジタル技術を利用して、既存の社内外の事業プロセス（バックエンド）全体の改

革・効率化を行うパターンのDXである。対象となる事業プロセスは、産業分野によって大き

く異なるため、具体的なIT投資の内容も様々である。 

 事業プロセスに係るIT投資については、単に既存のビジネスプロセスの延長で投資にする

場合は、必ずしも「DX」には位置づけられない。しかしながら、IoT、AIなどの最新のデジタ

ル技術を活用して事業プロセス全体の改革を行うことにより、ビジネスモデルの改革や、顧

客に対する新たな製品・サービスの提供を可能となる。このような場合には、いわゆる「ビ

ジネストランスフォーメーション型」のDXとして、DXの主要パターンとして位置づけらる。 

 本パターンに係る具体的なITシステムは、社員をユーザーとするコーポレートITシステム

のうち、事業そのものに係る基幹システムが対象になる。また、プロセスの範囲として、社

内だけでなく関連企業なども含めたサプライチェーンでのプロセスも改革する場合（サプラ

イチェーンイノベーションに相当）には、当該関係企業とのシステム連携が求められる。 

 
38 デジタル技術利用による付加価値創造活動のほとんどは、「商品」ではなく、「サービス」である

ため。なお、例えば、IoT製品の提供の場合もあるが、当該製品を使った「サービス」に多くの付加価

値があると考えられる。 
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＜(C)組織・業務改革型DX（フューチャーオブワーク型）＞ 

 デジタル技術を利用して、組織の働き方や業務のプロセスの改革を行うパターンのDXであ

る。これらの取組についても、今の働き方のままで単に業務の効率化を図るものは、「DX」

であるとは十分に言えないものの、リモートワークを含めた勤務形態、雇用形態など将来の

働き方を見据えた組織の改革と併せた取組であれば、いわゆる「フューチャーオブワーク」

型のDXとして位置づけられる。 

 このパターンのDXに係る既存のITシステムとしては、会計、人事など記録系に係る業務部

門用の基幹系システムや、社内外でのコミュニケーションや事務処理の効率化に使われる情

報系システムなどになる。 

 

 これらの各類型のDXの具体的進め方については、次章（２）において記載する。 
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４．イノベーション経営としての企業のDX戦略 

 

 企業におけるDX戦略の在り方については、多くの世界各国のMBA系の大学や、国内外のITコ

ンサルティング企業などが、その方向性を示している。本章においては、特にリアル系企業

を念頭に、イノベーション経営の観点から、このような企業におけるDX戦略としての基本的

方向、類型ごとの進め方、情報システム開発、組織体制の整備について、整理する。 

（１）イノベーション経営としてのDX戦略 

  

＜イノベーション経営とオペレーション経営＞ 

 近年、企業において「イノベーション」はバズワードと化している。多くの経営者や識者

がイノベーションの必要性を説いており、イノベーション経営に係る書籍は巷にあふれてい

る。イノベーションを語らなければ、企業として失格のような雰囲気さえ漂う。 

 

 もちろん、企業においてイノベーションは重要である。しかしながら、企業はイノベーシ

ョンのみを目指すものではないと筆者は考える。 

  

 企業は、イノベーションの対比として、事業に係るオペレーションを確立することが前提

である。すなわち、企業の基本的活動は、顧客に対して付加価値をする仕組みを、オペレー

ションとして安定的に確立することに、経常的な利益と従業員の雇用を確保することであ

る。その中で、企業は、市場の競争の中で、既存の製品・サービスの中で改善を図りつつ競

争することになる（本WPでは、これを「オペレーション経営」と呼ぶ）。 

 その上で、顧客に対して更に新たな付加価値を提供し、次なる競争優位を確保すべく、新

製品・サービスの開発などのイノベーションに取り組み、競い合うことになる。すなわち、

市場競争の中で、企業が競争優位を継続的に維持し続けるためには、他社に先んじて、常に

（継続的に）ビジネスモデルを改革し、イノベーションを起こし続けていくことが求められ

る。このような取組が、いわゆるイノベーション経営である。 

 したがって、企業においては、競争優位を確保すべく、既存のビジネスモデルを改革・破

壊し、新たなビジネスモデルの創出（イノベーション）に取り組む一方で、そのように確立

されたビジネスモデルを安定的かつ効率的に運用すべく、そのビジネスプロセスの標準化

（オペレーション）を進めるというサイクルを繰り返すことになる39。 

  

  

 
39 このサイクルに係るプロセスは、製品（商品）開発に係るプロダクトイノベーションと、プロセス

イノベーションとの関係に類似している。 

Utterback, J. M.“Mastering the Dynamics of Innovation, Harvard Business School Press”,1994 
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（図12）オペレーション経営とイノベーション経営の関係 

 
 

 その際、オペレーション経営とイノベーション経営は、そもそも互いに本質的に異なるも

のであることに留意することが必要である。すなわち、オペレーション経営とは、既存のビ

ジネスモデルを確定化し、効率化を進めていくプロセスであるのに対し、イノベーション経

営とは、既存のビジネスモデルを破壊していくプロセスである。（そもそもイノベーション

とは「創造的破壊」である。） 

 このため、それぞれに求められる組織体制やシステム開発体制は、両者で全く異なる。具

体的には、オペレーション経営では、ビジネスプロセスを標準化し、分業化することにより

効率性を確保するとともに、それらを効率的に運営すべく、垂直統合・縦割の組織体制を構

築することになる。これに対して、イノベーション経営では、「新結合」を行うべく、垂直

統合の縦割組織を打破し、多様な人材による知識の融合をリーダーシップの下で試行錯誤を

しつつ統合していくような組織体制が求められる。 

 これらを踏まえると、結局、企業においては、これらの互いに相反するオペレーション経

営とイノベーション経営との両立を確保し、そのバランスを如何に図っていくかが課題であ

り40、そのバランスの在り方は、そのときどきにおける当該企業を取り巻く産業・技術構造に

よって異なると言える。 

 

＜イノベーション経営としてのDX戦略の方向＞ 

 そのような中、近年、汎用技術であるデジタル技術は、全ての産業におけるイノベーショ

ンの強力な手段へとその役割を拡大しつつある。特に、第３章（２）で説明した通り、リア

ル系企業においては、①デジタルイノベーションの早いサイクルに巻き込まれつつあるとと

もに、②インターネット企業とも競合するデジタルディスラプションの時代に入りつつあ

る。 

 このため、これまでデジタルに直接は関係のなかったリアル系企業においても、このよう

なデジタル技術の進展の下で、これまでのオペレーション中心の経営から、イノベーション

経営に、そのバランス・重心を継続的・中長期的にシフトするという観点から、DX戦略への

取組が期待されることとなる。 

 

 
40 例えば、イノベーションへの取組が遅れ、衰退していく大企業がある一方で、イノベーションのブ

レークスルーに成功し急激に成長したスタートアップ企業が、オペレーションに失敗する事例も少なく

ない。 
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 その際、特にリアル系企業におけるDX戦略としては、そもそもバックエンドとフロントエ

ンドは一連の事業のプロセスであることを踏まえ、(B)「事業プロセス改革型」に加えて、

(A)「新サービス・市場創出型DX」をセットで対応することにより、ネット系企業と比較し

て、競争優位を確保することが可能となる。 

 一般的には、DXを具体的に進めるためには、前章で記載してDXの各分類、すなわち、(A)

「新サービス・市場創出型DX」、(B)「事業プロセス改革型DX」、(C)「組織・業務改革型D

X」のいずれか、あるいは、全てに取り組むことになる。その際、DXの定義を踏まえると、一

般論としては３分類のうち、ビジネスモデル改革を目指す(A)「新サービス・市場創出型DX」

が基本となる。しかしながら、図8に示すとおり、 

● 本類型(A)の基本的パターンである「デジタルサービス型」や「顧客接点強化型」は、

いずれもベンチャー企業も含め、ネット系企業が既に取り組んでいるビジネスモデル

であるため、今後の創意工夫にもよるが、デジタルディスラプションの中で、リアル

系企業が必ずしも競争優位を確保できる訳ではないこと、 

● 一方、リアル系企業においては、一般的には、既存ビジネスに関して何らかの競争優

位を有していることを踏まえると、その延長にある(B)「事業プロセス改革型DX」には

強みを有すること 

を踏まえると、リアル系企業としては、(A)と（B）をセットで取り組むことが、その競争優

位を確保するためには重要と考えられる。 

 実際に、次節図16に記載するような製品・サービスのデジタル化は、事業プロセス全体の

デジタル化（スマート化）とそれぞれ関連しうるものである。例えば、製品のIoT化やオンラ

インサービスで得られた顧客データなどを活用して、差異のある製品・サービスを「効率的

に」提供するためには、既存のビジネスプロセスの抜本的な見直しが必要になる。また、逆

に、既存製品・サービスに係る事業プロセスのスマート化により、例えば、少量多品種の生

産や、顧客に応じた迅速なサービスの提供などが可能となれば、それを基に新たなビジネス

モデルを構築、顧客サービスの提供が可能となる。 

 一方で、デジタル時代において、組織改革・業務の効率化を進める観点からは、(C)「組

織・業務改革型DX」への取組が期待される。 

 

（図13）ＤＸの３類型の比較表 
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（２）各類型のDXの取組に係る基本的方向 

 

 本節においては、各類型のDXの取組の基本的方向について、記述する。いずれにおいて

も、ビジネス・組織・業務を如何に改革するかという観点が重要な論点になる。 

（A）新サービス・市場創出型DX 

＜新ビジネスモデルと顧客への新たな体験（付加価値）の創造＞ 

 「新サービス・市場創出型DX」は、デジタル技術を利用して、新たな製品・サービスを提

供して顧客への付加価値・市場を創出すべく、新たなビジネスモデルを構築するパターンのD

Xであり、DXの中でも中心的な取組として位置づけられる。 

 本類型のDXは、簡単に言えば、デジタル技術を活用した「新規ビジネス創出」に係る取組

である。したがって、通常の新規ビジネス創出の検討プロセスと同様、自社のビジネスの競

争優位性を意識しつつ、「誰に対して、どのような付加価値を提供するか」を明確化にし

て、提供する製品・サービスに係るビジネスモデルを立案することが基本になる。 

 

（図14）「新サービス・市場創出型DX」に係るビジネスモデルの検討 

 
 

 ビジネスモデルの立案にあたっては、まずは、製品・サービスを巡る今後の社会環境、市

場・技術動向の変化を分析することにより、企業としての戦略を立案することになる（図14

参照）。その中には、業界・バリューチェーン・ポジショニングの変化や、商品・サービス

に係る社会・技術上のトレンドなどが含まれる。その上で、既存の商品・サービスに係るビ

ジネスモデルを踏まえつつ、近年のデジタル技術の進展の中で、どのようなビジネスモデル

を構築することが可能か検討することになる。 

 一般的に、新たなビジネスモデルの方向としては、プロダクト・サービスイノベーション

に相当する「デジタルサービス提供型（デジタルエコノミー型）」と、マーケティングイノ

ベーションに相当する「顧客接点の強化型（高度化・多様化）（カスタマーエンゲージメン



 

26 

ト型）」がある。実際には、両方を組み合わせて、ビジネスモデルを構築することになる場

合も多い。 

● 「デジタルサービス提供型」：デジタル技術に基づく新たなサービスを提供するパタ

ーン。具体的には、サービス化の進展の中で、製品へのIoTの組み込みによるサービス

価値の提供や、オンライン・遠隔サービスの提供などが相当する。また、デジタル技

術によるプラットフォーム構築により、顧客に対する仲介などのサービスを提供する

パターン（シェアリングエコノミー、マッチングなど）もある。 

● 「顧客接点強化型（高度化・多様化）」：顧客サービスのデジタル化の中で、顧客デ

ータ等を活用したサービスの高度化・多様化を図るパターン。具体的には、AI技術や

チャットボットなどを利用した個々の顧客に対応するカスタマイズ・パーソナライズ

化や、ネットとリアルなど複数のチャネルを組み合わせた顧客へのサービス提供する

パターンなどがある。 

 

 このようなビジネスモデルを検討するにあたっては、まずは、顧客に対してどのような付

加価値を提供するかという観点、特に「カスタマーエクスペリエンス（CX）」の向上という

視点が重要になる。すなわち、顧客に対して商品・サービス自体の価値のみを提供している

という発想から転換し、顧客が企業の商品（製品）・サービスを利用した際に感じる心理

的・感覚的な価値観を含めた「顧客体験」という観点から、デジタル技術によってどのよう

な付加価値が追加・提供できるかという視点でビジネスモデルを検討することが重要にな

る。 

 

＜新たなビジネスモデルの構築に向けた進め方＞ 

 次に、上述の考え方のもとで、「新サービス・市場創出型DX」として新規ビジネスモデル

を構築するための具体的な手順について、そのおおまかな概念図を示す（図15参照）。 

 

（図15）DXに係るビジネスモデルの検討の進め方 

 
 

 まずは、現状のビジネスの優位性を踏まえつつも、ビジネスモデルに係るサービス企画

（ビジネスプラン）として、「顧客（利用者）と課題」と「解決策と利用する技術」を明確

化することから始める。実際には、両者を検討し、試行錯誤しながら明確化していくことに

なる。 
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● 「顧客（利用者）と課題」：既存の顧客でなく潜在的な顧客として、どのような層

（こだわり利用者、価格感受的利用者など）を想定するのか、また、当該層における

どのような課題を解決するのか。 

● 「解決策と利用する技術」：当該課題を解決すべく、どのような商品・サービス（顧

客体験価値）をビジネスモデルとして提供するのか、また、そのために、どのような

デジタル技術を活用するのか。 

  

 その上で、そのビジネスモデルの詳細設計として、「事業戦略・計画」を策定することに

なる。すなわち、どのような商品・サービスを、いくらで、どのように売り、どのようにし

て収益を確保するかという観点を含め、ビジネスモデルの精緻化を図ることになる。その

際、収益の確保という観点からは、デジタルによって可能となる様々な価格モデル（無料モ

デル、ダイナミックプライシング、サブスクリプションモデルなど）を考慮することが必要

であろう。また、実現性の検討においては、自社内のリソースだけではなく、場合によって

はパートナー企業との連携などを含めて戦略的に進めていくことが必要になる。 

 その上で、具体的に開発すべきITシステムに係る「サービス要件」の定義として、技術

的・システム的な可能性等を踏まえつつ、その機能の明確化を図ることになる。その際、一

方で、顧客の拡大、プラットフォーム戦略によるサービス提供内容の拡大の検討などの可能

性も含めて、「事業戦略・計画」と並行しながら検討することになる。 

 

（B）事業プロセス改革型DX 

＜デジタルによる事業プロセス全体の改革＞ 

 「事業プロセス改革型」DXは、新たなデジタル技術を利用して、既存の社内外の事業プロ

セス（バックエンド）全体の改革・効率化を行うパターンのDXになる。 

 この事業プロセスの内容も、そのデジタル化の進展の状況も、産業分野によって大きく異

なる。例えば、金融業界の決済システム、製造業界の生産管理システム、流通業界のＰＯＳ

システムなどは比較して進んでいるとも言える。 

 一方、近年、IoT、AI、ロボットなどのデジタル技術の進展により、これまで多くの人手に

頼っていた事業プロセスにおいても、根本的にデジタル化することが可能になりつつある。

これにより、従来比較的デジタル化が進んでいた産業分野においても、更に進んだデジタル

技術の利用が可能となるとともに、これまでこのような事業プロセスのデジタルが全く進ん

でいなかった産業分野（例えば、建設・土木業界、医療業界など）においても、事業プロセ

スのデジタル化が可能となりつつある。（図16参照） 
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（図16）事業プロセス改革型DX（ビジネストランスフォーメーション）の方向 

 
 

 その際、事業プロセスにおけるデジタル機器等の導入（デジタイゼーション）や、個々の

プロセスを既存の延長でのデジタル化（デジタライゼーション）も重要ではあるものの、こ

れだけでは、必ずしも十分なDXとは言えない。「事業プロセス改革型DX」としては、個々の

事業プロセスをデジタル化に加えて、スマート工場、スマート金融、スマート医療などとい

われるような事業プロセス全体のデジタル化（スマート化）に向けて取り組むことが期待さ

れる。「ビジネストランスフォーメーション」と言われるこのような抜本的な改革を行うこ

とによって、更に効率的な新たな製品・サービスあるいはビジネスモデルの構築につなげ、

顧客に対する新たな付加価値の提供が可能になる。 

  

＜ビジネストランスフォーメーションの取組の方向＞ 

 それでは、このような事業プロセス全体のスマート化に向けた取組は、どのように進めれ

ば良いのであろうか。 

 産業によってデジタル化の状況は大きく異なるが、基本的には、リアルの事業プロセスに

ついて、IoT機器などを活用し、デジタル化・データ化を進めることにより「サイバー・フィ

ジカル・システム（CPS）」の構築を行い、そのサイバー上で当該データに積極的に人工知能

（AI）技術を活用することにより、ビジネスプロセス全体の改革（BPR）を行うという視点か

ら取り組むことになる。具体的には、 

● 「デジタイゼーション」：IoT機器やデジタル機器の導入による、個々のプロセスにお

ける物理的（フィジカルな）状況のデジタル化（サイバー化） 

● 「デジタライゼーション」：クラウド上でのサイバー化し、データを共有することを

通じたサイバーフィジカルシステム（CPS）の構築 

● 「DX（事業プロセス改革型｝」：サイバー上のデータについて、特に人工知能（AI）

技術を活用することにより、事業プロセス全体の自動化・効率化 

という考え方である。もちろん現時点のデジタル技術で、全ての事業プロセスのデジタル化

が可能である訳ではないので、将来の技術の発展を見据えた上での取組が必要になる。 
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（図17）CPS構築に向けた事業プロセスのデジタル化とスマート化 

 
 

 なお、このようなビジネスプロセスの見直しを行うにあたっては、クラウド、プラットフ

ォームを活用することにより、自社内だけでなく、関連企業を含むサプライチェーンにわた

ってのプロセスの改革に係る取組も重要になる。 

 

（C）「組織・業務改革型」DX 

 「組織・業務改革型DX」は、デジタル技術を利用して、組織の働き方や業務のプロセスの

改革を行うパターンのDXである。このパターンのDXは、デジタル技術による組織イノベーシ

ョンの一環であり、間接部門を含めた会社全体の従業員に係る労働生産性の向上に資するこ

となる。本DXに係る既存のITシステムについては、図18の通り、以下の２つに分類すること

ができる。 

● 「業務系基幹システム」：企業経営・管理のため（業務・記録用）の汎用型基幹シス

テムとして、販売・購買・在庫管理のシステムや、会計・人事給与のシステムなど。

また、顧客対応系システムとして、顧客管理システム（CRM）やコールセンター対応シ

ステムなど。 

● 「情報系システム」：社内外のコミュニケーション、事務処理の効率化、あるいは意

思決定支援などに利用される、いわゆる「情報系システム」として整備されてきてい

ます。これらのシステムに関して、更に高度化をウェブ会議の導入、電話のIP化、組

織内グループウェア・SNSの活用など 

 

（図18）「組織・業務改革型DX」の基本的方向 
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 これらのシステムについても、近年のRPA、AI、ボット、Web会議システム、グループウェ

アなどのデジタル技術の進展により、その高度化を通じて、業務の効率化、従業員の生産性

の向上を図ることが可能となりつつある。 

 これらの取組に関しても、単なる効率化IT投資ではなく、いわゆる「フューチャーオブワ

ーク」型DXとして位置づけるためには、従業員のいわゆる働き方改革、すなわち、意思決定

プロセスの合理化や、リモートワーク、フリーアドレス制などを含む勤務形態や、そもそも

の雇用形態の在り方も含めた働き方改革と併せた取組を行うことが必要である。なお、これ

らのシステムに係るリモートでの利用に関しては、ゼロセキュリティなどのセキュリティ技

術を導入も重要になる。 

 

（３）DXに係る情報システムの改革 

 上述の類型に基づきDX戦略として検討がなされたビジネスモデルやそのビジネスプロセス

は、社内の情報システムとして組み込まれることになる。なお、DXの基本は、ビジネス改革

（トランスフォーメーション）であり、新たなデジタル技術利用や情報システムの改革自体

が目的ではないことに留意する必要がある。 

 その際、DXはイノベーションであるという性格を有するが故に、DXに係るシステム開発に

は、これまでのIT投資とは異なり、本質的なジレンマが存在する。 

 すなわち、情報システムとは、一般的に、企業におけるオペレーションを効率化するため

に、その事業・業務プロセスを定式化・標準化をし、それをシステムに落とし込むものであ

る。これに関し、デジタル技術が継続的に進展する中で、一旦整備した情報システムは時代

遅れになるという、いわゆる「レガシー問題」は以前から存在する。これに対し、DXとは、

イノベーションの一種であり、既存の事業・業務プロセスの継続的な変革が求められること

から、そのDX用の情報システムにおいても、継続的な変革が求められるという本質的なジレ

ンマが存在する。 

 したがって、DXに係る情報システムについては、システムという恒久性を理解しつつも、

将来的な技術の進展やビジネスの変化に対応して、如何に柔軟に対応ができるシステムとし

て構築していくかが大きな課題になる。具体的には、システム開発時点における柔軟性の確

保と、システム開発後のアーキテクチャとしての柔軟性の確保の２つの視点が重要になる。 

 

＜① システム開発としての柔軟性：アジャイル開発と人工知能（AI）利用＞ 

 DXの開発プロセスとは、基本的に、新規のビジネス創出に係るイノベーション創出プロセ

スであり、特に新サービス・市場創出型DXを中心に、必然的に試行錯誤を行いつつも迅速に

意思決定を進めていくことが必要になり、事前に固定した要件を確定することはできない。

このため、これまでのITシステム（基幹系システム開発など）の開発プロセスとは全く異な

る方法での対応が必要となる。具体的には、概念実証（PoC）の段階も含めて、試行・見直し

をしながら迅速にシステムの開発を行う、いわゆるアジャイルな開発が必要になる。 

 また、DXのキーテクノロジーである人口知能（AI）技術の開発プロセスも、従来のITシス

テムの開発プロセスとは全く異なる。DXにおいて、AI技術は、フロント面では、顧客分析・

最適解の提供などに、また、バック面では、既存ビジネスプロセスの抜本的改革などにA利用

されることになるが、それらのAIの開発においては、事前に決められた開発要件に基づいて

作成するということはできず、現場における試行錯誤を行うプロセスが必要になる。 
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 このため、DX開発においては、全てのベンダーに丸投げ（委託）するのではなく、自社内

でデジタル人材を確保し、従来にも増して、自ら主導的に対応することが必要になる。すな

わち、「自組織のイノベーションを外部委託により実現することは困難」なのである。 

 なお、DXの情報システムを通じたサービスの提供にあたっては、単に自社だけでビジネス

の拡充を図るのではなく、プラットフォーム戦略も含めた、他の関係者の巻き込み・連携を

含めた検討が必要になる。 

 

（図19）新サービス・市場創出型DX用システム開発のポイント 

 
 

 

＜②柔軟性確保に向けた社内全体の情報システムの見直しと統合＞ 

 DXを実現する情報システムは、上述の本質的なジレンマの中で、将来的な、新たなデジタ

ル技術や、ビジネスを継続的に変革にも、可能な限り対応できることが求められる。このた

め、システムの柔軟性、運用の安定性などの特性も考慮しつつ、社内全体のシステムアーキ

テクチャ全体の見直しを進めていくことが必要になる。 

 具体的には、フロントエンドのような頻繁な見直しが必要になる層や、バックエンドを含

むビジネスの基盤となる層、また、社内の基盤となるデータを扱う層などのレイヤー毎に切

り分け、個々のサブシステムとはAPIで連携するなどにより、必要に応じてサブシステムを追

加・変更しても対応できるようなアーキテクチャを構築することが求められる。 

 その際、基幹システムなどの既存のレガシーシステムの抜本的な見直しを行うとともに、

クラウドや外部プラットフォームを活用した社内全体のデータ共有基盤の確立なども含めて

検討することが必要となる。 
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（図20）DXシステム改革に向けた概念図（イメージ） 

 
 

（４）DX推進に向けた組織体制の改革 

 

 このようなDXに係る戦略策定・システム整備を推進するためには、企業としての組織体制

を整備することが前提になる。 

 その際、DXとは、「デジタル技術を利用」することにより「イノベーションを創出」する

ことにより、「企業自体の変革」を目的とするものなので、その推進体制としては、図21の

通り、まずは、「経営としての組織変革」を行うことに加え、「イノベーティブな組織であ

ること」「デジタルな組織であること」の３つが重要になる。 

 

（図21）DX推進に向けた組織体制の在り方 

 
 

＜①経営トップのコミットメントと社内の意識改革＞ 

 DXの推進には、これまでのビジネスモデルや、組織・人員体制などに関し、企業としての

大きな改革が求められる。また、企業を「イノベーティブな組織」「デジタルな組織」に改

革していくためには、経営者トップの判断・コミットメントに基づき、戦略的に、組織を改

革していく必要がある。 

 また、DXの推進には、多様な部門が関連するため、社内の各部門の協力・理解が不可欠で

ある。特に、DXの推進とはオペレーショナルな組織の中に、イノベーティブな組織を優先的
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に構築するものであることから、一部の部署のみが勝手に特権的に行っているとの反発を起

こさないためにも、社内全体の意識改革を進め、会社の従業員全体にその必要性・方向性を

理解を得て、社内の認識を統合していくことが重要になる。 

 

＜② イノベーティブな組織の構築＞ 

 上述の通り、企業においてDXを推進するということは、これまでオペレーショナルな運

用・改善活動を行っている中で、常にイノベートし、革新していくというイノベーティブな

組織体制を埋め込んでいくことを意味する。これは、以前からイノベーション経営として議

論されている「イノベーティブな組織にするのはどうすればよいのか」、「新規事業を起こ

すための組織にするにはどうすればよいか」という問題にも近いと言える。 

 そのためには、一般的に、DXの中核となる組織（例えばDX推進部門など）を設置し、制

度・権限を整備することになる。その際、このDX推進部門は、新規事業・イノベーションに

係る組織であり、事業を確実に遂行するためのオペレーショナルな既存組織とは、そもそも

運営方法が全く異なることに留意し、社内での両立を図って行く必要がある。すなわち、既

存のオペレーショナルな組織とは異なり、上述の経営トップのコミットメント・会社組織全

体の意思決定の下で、企業全体でのイノベーションを創出すべく、包括的な権限の付与とリ

ーダーシップの体制のもと、多様な人材の融合により「新結合」を起こすような組織とする

必要がある。具体的には、以下の通り。 

● DX推進部門の位置づけ：DX推進部門を管轄するとともに、会社全体でDXを推進し、役

員会等での責任もった対応を図るため、CDXO（最高DX責任者）41などの専任となる担

当役員の任命。また、設置するDX推進部門は、会社全体の変革を企画するとの組織的

な位置づけ（従来のITシステム部門のような、事業部を支援する組織との位置づけで

は不十分） など 

● DXに係る制度整備、権限付与：イノベーションを推進する組織としてのDX部門には、

事業部門などオペレーショナルな部門とは異なった予算配分や意思決定プロセスの明

確化。特にイノベーションの性質を踏まえると、一つ一つの意思決定を積み上げてい

くプロセスではなく、包括的な委任を与え、試行錯誤を可能とするとともに、スピー

ド感のある意思決定を可能とする制度・権限の付与 など 

● 部門内の組織体制：イノベーションを推進する観点から、CDXOなどの下で、DXをやり

抜くことができる中核となるマネージャーを配置し権限を付与・委任。その下に、柔

軟性やデジタルリテラシーが高く、やる気のある若手人材を配置・活用。また、DX

は、デジタルと事業の連携だけでなく、多様な連携によるイノベーションが求められ

るので、社内の各事業部・営業部・企画部など多様なメンバーを巻き込み、部門横断

的なチームの結成 など 

 このようなDX推進部門については、社内の理解を得ていくためにも、まずはスモールスタ

ートで開始し、成功事例を作ることによって、それを基に、全社的に拡大していくというパ

ターンで進めていくことが望ましいと考えられる。 

 

  

 
41 CDO（最高デジタル責任者）で対応すべきとの意見もあるが、むしろ重要なのは「事業の変革」であ

り、CTO（最高トランスフォーメーション責任者）とすべきとの意見もある。 
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（図22）DX推進に向けた企業の組織体制整備の方向 

 
 

＜③ デジタルの時代に対応した組織の構築：デジタル人材の採用・育成＞ 

 一般的に、企業では、自社の中核（コア）とする事業分野の専門家を、自社のコアな人材

として採用している。そのような中、今後、積極的にDXを推進する企業になるということ

は、デジタルを自社の中核（コア）分野の一つとする企業に変革するということを意味し、

したがって、社内においてデジタル人材をコア人材として育成・採用していくことが不可欠

になる。 

特に、これまで情報システムの開発の大部分を外部委託に依存している日本企業（ユーザ

ー）においては、デジタル人材の過小採用が「委託の罠」となって、DX推進にあたって大き

な障害、すなわち「DXの壁」として存在しており、社会システムの改革を含めて、乗り越え

なければいけない課題であることが指摘されている42。 

 

 このため、DXを推進する企業においては、デジタル人材を、社内育成だけではなく、中途

採用を含めて積極的に採用し、企業としてのデジタルに係る能力を強化していくことが必要

になる。その際、各事業部門を含む社内全体の改革を進めるという観点からは、そのような

デジタル人材を、単にIT部門だけに配置するのではなく、全社的に配置することにより、社

内全体のデジタル対応能力を向上する必要がある。また、デジタル人材としては、単なるプ

ログラマーだけではなく、デジタルについて深い知見を有するプロデューサー、デザイナ

ー、デベロッパーなどの多様な人材を確保することが重要になる。 

 その一方、これまでのベンダーとの関係については、見直しが必要になる。前述の通り、

従来のシステム開発では、要件を定めて開発を委託するというパターンであったが、DX用の

システム開発においては、原則としては、AIの開発も含めて、自社内で試行錯誤を繰り返

し、イノベーションを推進するという体制になるため、今後、ベンダーにはデジタル技術に

ついて専門的知見を有するパートナーとの役割が期待される。（第５章参照） 

  

 その上で、DXの推進体制としては、デジタル技術とビジネスプロセスの「新結合」（融

合）が必要となるため、このようなデジタル人材と事業系・営業系・企画系の人材との多様

 
42 市川類「「何故日本のデジタルイノベーションは遅れているのか」～デジタルイノベーションシス

テムの比較制度分析からみた日本企業・政府の構造的課題」IIRワーキングペーパーWP＃20‐16、2020

年12月 
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な連携体制の構築が不可欠となり、その中で、アジャイルな開発やAIの開発などを推進する

ことになる。 

また、DX化の推進に伴い必要となる、社内全体の情報システムの見直しについては、レガ

シー改革を含め、これらに対して従来取り組んできたいわゆるIT部門やベンダーとも連携し

つつ、対応することになる。 

 

（図23）DX推進にあたってデジタル人材等の組織体制の改革の方向 
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５．社会のDX化に向けたシステム改革に係る今後の課題 

 

 第２章で示したとおり、もともと当初のDXの概念は、「企業のデジタル戦略」の改革だけ

ではなく、「社会のデジタル化」に向けた改革の観点を含むものである。 

 本章においては、この後者の観点から、デジタルイノベーションシステムの視点にたっ

て、各プレイヤーの取組、デジタル人材やベンダーとの関係、及び、データ及び人工知能技

術の観点から、国・政府が取り組むべき方向について、簡単な論点の提示、考察を行う。 

（１）デジタルイノベーションシステムから見たDXの推進 

 

＜デジタルイノベーションシステムの視点＞ 

 一般的に、社会全体でのイノベーションに係るパフォーマンスを分析するにあたっては、

個々の企業・主体のみに注目をして評価するのではなく、各プレーヤー（主体）の相互関係

やそれらの関係を規定する各種制度（Institution）の観点から評価することが必要である。

このような観点から、イノベーション論においては、「ナショナルイノベーションシステム

（NIS）」の概念が提起されている。 

 その際、デジタルイノベーションは、汎用技術であるデジタル技術を「利用する」イノベ

ーションであることから、デジタルイノベーションシステム（DIS）における主要なプレイヤ

ーとしては、デジタル技術を中心にしてビジネスを行うインターネット系の企業（ベンチャ

ーを含む）や、ITサービス企業（ベンダー企業）に加え、デジタル技術の利用に係る全ての

産業分野の企業（いわゆるユーザー企業）やユーザーとしての政府が対象となる（図24参

照）。 

  

（図24）デジタルイノベーションシステム（DIS）の主なプレイヤー43 

 

 
43 出典：市川類「「何故日本のデジタルイノベーションは遅れているのか」～デジタルイノベーショ

ンシステムの比較制度分析からみた日本企業・政府の構造的課題」IIRワーキングペーパーWP＃20‐1

6、2020年12月 
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 このデジタルイノベーションシステム（DIS）というマクロ的な観点から見た場合、「社会

のDX化の推進」とは、結局は社会全体でのイノベーションの推進であり、そのためには、 

● 各プレイヤーにおいて「付加価値」を創出するインセンティブを付与する社会的な制

度・仕組み、 

● 各プレイヤー内やプレイヤー間での、知識・データ・人材などの交流・融合などの相

互作用により「新結合」を促す制度・仕組み 

が必要である。したがって、DISにおける各プレイヤーのDX取組の「創発的な」推進を図ると

ともに、各プレイヤー間での連携・交流促進、特にデジタル人材の流動性・共有を含めた制

度の見直しが重要になる。 

 

＜民間企業のDXの推進＞ 

 民間企業におけるDXの推進については、これまで経産省において、攻めのIT人材銘柄、DX

銘柄などの取組が進められている。具体的には、2014年6月の日本再興戦略において「守り」

から「攻め」へのIT投資の「質」の転換が求められたことを踏まえ、経産省は、2015年5月

に、東京証券取引所と合同で、IT活用に戦略的に取り組む企業を「攻めのIT経営銘柄」とし

て選定、公表を行い44、その後、毎年約30前後の企業を「攻めのIT経営銘柄」を選定してきて

いる45。この「攻めのIT投資銘柄」については、2020年から「DX銘柄」に改称されている46。 

 また、2019年の情報処理促進法の改正（2020年5月施行）により、IPAによるDX認定制度47が

設けられたことを踏まえ、政府においては、2021年度からは、DX認定を受け、データ共有や

クラウド技術を活用している等の要件を満たす企業に対する「DX投資促進税制」を創設すべ

く準備を進められている。 

 

（図25）経産省における民間企業DX推進に向けた取組（DX銘柄、認定制度等） 

 

 
44 野口聡（経産省商務情報政策局情報処理振興課長）「「攻めのIT投資」について」2014年8月22日 

https://www.itc.or.jp/news/dlfiles/itcc2014_06.pdf 

野口聡（経産省商務情報政策局情報処理振興課長）「「攻めのIT経営銘柄」の選定について」2014年12

月19日https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/9450762/www.meti.go.jp/policy/it_policy/inves

tment/keiei_meigara/it_keiei_meigara_sentei.pdf 
45 https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/nerai_dxmeigara2021.pdf 
46 https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/keiei_meigara.html 
47 https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxcp.html 

https://www.itc.or.jp/news/dlfiles/itcc2014_06.pdf
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/9450762/www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/it_keiei_meigara_sentei.pdf
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/9450762/www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/it_keiei_meigara_sentei.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/nerai_dxmeigara2021.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/keiei_meigara.html
https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxcp.html
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＜政府のDXに係る率先的取組＞  

 一方、課題となるのは、政府自らにおけるDXに係る取組である。特に、政府は、DISの中で

主要なプレイヤーであるとともに、行政手続を介して民間企業の業務のデジタル化にも大き

く影響を与えることから、社会全体のDX化の推進にあたり、率先的対応が求められる。 

 政府全体でのデジタル化に関しては、デジタル社会の形成に関する司令塔として強力な総

合調整機能（勧告権等）を有する組織としての「デジタル庁」48を、2021年9月に創設すべく

準備が進められており、今後、同庁においては、各省庁、地方自治体、準公共部門等の情報

システムの統括・監理を行うこととなっている。しかしながら、現時点では、その取組内容

は、情報システムの改革などのいわゆる「デジタライゼーション」に留まっており、ビジネ

スモデルの改革が求められるDXに向けた取組の方向性が必ずしも示されていない。また、実

際にDXを実施することになる各省庁においては、現時点でほとんど取組がなされていない49の

が現状である。 

 一方、地方自治体におけるDX推進については、2020年12月に総務省が「地方自治体デジタ

ルトランスフォーメーション（DX）推進計画」を発表しており50、また、実際に、DX推進を掲

げる自治体も現れつつある51。しかしながら、自治体業務には、法定受託事務など（中央）政

府の意向に大きく依存するものも多く、また、そのDX化推進の基盤となるデジタル人材の採

用や、政府や関係自治体との情報システムの連携体制の整備などは必ずしも十分ではないこ

とから、今後、政府と自治体が一体になって、このようなDXの基盤となる体制の全体的な整

備を進めていくこと必要である。 

 

（２）デジタル人材の育成・流動化とベンダーとのパートナーシップの構築 

 

＜中長期的なデジタル人材の確保＞ 

 マクロ的観点から見た場合、そもそもの社会全体のデジタル化の進展とそれに伴う産業構

造の変化に対応していくためには、全ての国民に対してデジタルに係る基礎素養を確保する

とともに、デジタル人材の需要の増大に対応していくことが必要となる。また、実際に社会

のDX化の中で、各企業でのDXの推進には相当数のデジタル人材が必要となるため、その量的

な確保が今後当面の喫緊の課題である52。 

 
48 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/egov/ 
49 なお、各省の中で、経産省のみにおいては、先行的に、2018年6月に「デジタルトランスフォーメー

ション（DX）オフィス」を創設している。 

https://www.meti.go.jp/policy/digital_transformation/asset/meti-dx/20201001/METI_DX.pdf 
50 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chiho_dx/index.html 
51 例えば、以下を参照。「本格化する自治体のDX推進｜今後の取り組み」2021年1月29日 

https://www.digital-transformation-real.com/blog/accelerating-municipality-dx-promotion.html 
52 日本におけるデジタル人材の不足は以前より指摘されているが、下記IT人材白書によると、ユーザ

ー企業のIT人材“量”に対する過不足感は、近年益々悪化している。 

IPA社会基盤センター「IT人材白書2020 今こそDXを加速せよ～選ばれる“企業”、選べる“人”にな

る～」2020年8月31日 

https://www.ipa.go.jp/jinzai/jigyou/about.html 

また、「DX推進人材」についても、大幅に不足していることが指摘されている。 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/egov/
https://www.meti.go.jp/policy/digital_transformation/asset/meti-dx/20201001/METI_DX.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chiho_dx/index.html
https://www.digital-transformation-real.com/blog/accelerating-municipality-dx-promotion.html
https://www.ipa.go.jp/jinzai/jigyou/about.html
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 現在、政府では、（必ずしもDX推進のためではないが）人工知能戦略201953のもとで、デジ

タル人材の育成のための教育改革が進められているが、今後とも、既存労働者に対するデジ

タルに係る訓練、再訓練も含めて、社会全体としてのデジタル人材の育成に取り組むことが

必要となる。 

 

＜デジタル人材の流動性の促進＞ 

 イノベーションの観点からは、オープンイノベーションと言われる通り、各主体間の連

携・交流促進により、「新結合」が進むような仕組みが求められる。特にDISにおいては、デ

ジタルに係る知識と各関連する多様な事業に係る知識の融合が必要ることから、デジタル人

材の交流・流動化が鍵となる。その際、前述のとおり、日本の産業構造においては、J型企

業・システムとして、長期雇用システムが人材の流動化を阻害し、外部委託依存傾向になる

ことにより「委託の罠」として、DX推進及びイノベーションの阻害要因となっていることが

留意することが必要である54 

 このため、デジタル人材の社会全体としての効率的な配置の観点も含め、社会全体のデジ

タル人材の流動化を促進するため、企業等におけるジョブ型人材の制度の導入55促進も含め

て、優秀なデジタル人材が評価され、多様な職場でその能力を発揮できるような社会全体の

環境整備を進めることが必要になる。その際、特に、2021年9月設立予定のデジタル庁におい

ても、優秀なデジタル人材の雇用を行い、日本全体のデジタル人材の雇用流動化に係る中核

拠点としての役割を担うべく制度設計を行うことが期待される。 

 

＜ITサービス企業（ベンダー）のビジネスモデルの改革＞ 

 DXの推進としてのアジャイル開発、AI技術利用への対応を含め、上述のデジタル人材の育

成・採用などの企業におけるデジタル能力の強化と併せて、これまでのITシステム企業（ベ

ンダー）に対する「委託・外注」先という契約関係を見直すことが必要となる。具体的に

は、今後、ITシステム企業は、「ユーザー企業とDXを一体的に推進する共創的パートナ

ー」、「デジタル技術を活用して社会における新たな価値を提案する新ビジネス・サービス

の提供主体」に転換するべく56、そのビジネスモデルを変革するとともに、これまでの委託・

調達契約とは異なった、パートナーとしての契約関係を確立していくことが求められる。 

 このため、IPAは、2020年1月に、アジャイル開発版「情報システム・モデル取引・契約

書」を示している57ところであるが、今後さらに、パートナー関係としての新たな契約関係を

確立するとともに、実際に、国のIT調達においても適用を進めていくことが求められる。 

 
IPA社会基盤センター「デジタル・トランスフォーメーション推進人材の機能と役割のあり方に関する

調査」2019年4月12日 

https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html 
53 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ai_senryaku/ 
54 市川類「「何故日本のデジタルイノベーションは遅れているのか」～デジタルイノベーションシス

テムの比較制度分析からみた日本企業・政府の構造的課題」IIRワーキングペーパーWP＃20‐16、2020

年12月 
55 経産省「DXレポート２（2020年12月）」にも、その旨記載されている。 
56 経産省「DXレポート２（2020年12月）」にも、その旨記載されている。 
57 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター「アジャイル開発版「情報システム・モデル取

引・契約書」～ユーザ／ベンダ間の緊密な協働によるシステム開発で、DXを推進～」2020年3月31日 

https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200331_1.html 

https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ai_senryaku/
https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20200331_1.html
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（３）データ・人工知能に係るアーキテクチャ／ガバナンス体制の整備 

＜社会全体でのデータ共有の促進とデジタルアーキテクチャの構築＞ 

 今後、社会のデジタル化の進展に伴い、経済社会全体におけるデータの役割が益々増大す

ることになる。その際、DIS全体の観点からは、営業秘密の確保など、企業におけるインセン

ティブと戦略的な競争優位を確保しつつも、企業等の保有するデータを可能な範囲で関係企

業・パートナー等と共有することができるような社会全体での仕組みを構築していくことが

必要になる。（これには、政府のオープンデータに係る取組も含まれる。） 

 このためには、社会全体のデジタルアーキテクチャの企画・設計に加え、それを実現する

ための標準化を推進するとともに、クラウドの利用などを通じて、実際に情報共有を行うよ

うなデジタルプラットフォームの構築を進めていく必要がある。特に、社会全体のデジタル

アーキテクチャは、今後のデジタル社会のルールの一種として機能することが見込まれる58こ

とを踏まえると、今後その重要性は益々高まると考えられる。 

 この社会全体のデジタルアーキテクチャに関しては、IPA、産総研にそれぞれ関連組織が20

20年前半に設置されてきている59ところであるが、今後、デジタル庁を含め、政府が積極的な

役割を果たしつつ、マルチステークホルダーの下で、その策定に向けて取り組んでいくとと

もに、その下で、各デジタルプラットフォームが形成されるような仕組みづくりを構築する

ことが求められる。 

 

＜人工知能・データに係るガバナンス体制の構築＞ 

 DXにおいて利用するデータのうち、特に個人に係るデータについては、技術と社会の変化

に伴い、欧州のGDPRなど従来のプライバシーを超えた権利関係が整理されつつあり、そのた

めの民間企業及び政府におけるデータガバナンスの体制を確保していくことが必要になる。 

 また、このような多様なデータを扱って分析を行うツールである人工知能（AI）技術は、

今後、DXの基盤となる技術として、益々社会の中の情報システムに組み込まれていくことに

なる。その際、このようにAIが組み込まれた情報システムについては、今後、基本的人権、

公平性・非差別性、安全性などの観点から、AI原則に基づくガバナンス体制の構築が求めら

れることになる。現在、世界において、AI・データガバナンスに係る在り方について議論が

なされているところであるが、日本においても、政府・民間企業における組織体制を含めた

対応の検討が求められる。 

 

（以上） 

 
58 例えば、以下を参照。 

経済産業省「GOVERNANCE INNOVATION： Society5.0の実現に向けた法とアーキテクチャのリ・デザイ

ン」2020年7月13日 

https://www.meti.go.jp/press/2020/07/20200713001/20200713001.html 
59 2020年5月、IPAに、デジタルアーキテクチャデザインセンター（DADC）が設立。 

https://www.ipa.go.jp/dadc/ 

2020年4月、産総研に、デジタルアーキテクチャ推進センター（DAPC）が設立。 

https://www.dapc.aist.go.jp/ 

https://www.meti.go.jp/press/2020/07/20200713001/20200713001.html
https://www.ipa.go.jp/dadc/
https://www.dapc.aist.go.jp/
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